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審議日程（予定）

本会議（議案審議）４日（火）

市民福祉常任委員会６日（木）

経済建設常任委員会７日（金）

総務教育常任委員会１０日（月）

基地対策特別委員会１２日（水）

本会議（一般質問）１７日（月）

本会議（一般質問）１８日（火）

本会議
（一般質問　予備日）１９日（水）

本会議
（委員長報告～採決）２１日（金）

議会事務局
1０４６７－７０－５６４４
�su３１１０＠city.ayase. 
kanagawa.jp

・傍聴の際、希望の方に
は議案資料を貸し出し
ます。資料は１０部限り
ですので、窓口での申
し込み順となります
・開会時間は午前９時、
２１日（金）は９時３０分
になります
・日程や時間は変更する
ことがありますので、
議会事務局に問い合わ
せてください

6月定例会
あなたも傍聴してみませんか

今後の予定 ９月定例会 ９月２日～９月２６日

 １２月定例会 １１月２７日～１２月１６日

 平成２６年３月定例会 ２月２７日～３月２４日

４月１０日、春の全国交通安全運動が行われました。「交通事故死ゼロを目指す日」
をスローガンに、道行く人に交通安全を呼びかけました＜市役所前交差点にて＞

　本市からの米空母艦載機移駐の早期実現要請に対して、これまで国は、平
成２６年までの移駐を着実に実施していくと繰り返し発言してきた。
　しかし、平成２５年１月２４日に防衛省から、本市を初めとする県や県内関係
市に対し、厚木飛行場から岩国飛行場への米空母艦載機の移駐時期を平成２９
年まで延期するとの、これまでの発言を覆す一方的な説明があった。
　今回の移駐時期の延期は、長年爆音被害や墜落の不安に悩まされ続けてき
た市民の切なる願いを踏みにじるものであり、極めて遺憾で、到底納得でき
るものではない。
　よって、国においては、超過密化した市街地に所在する厚木基地を抱える
本市の実情を認識し、「再編の実施のための日米ロードマップ」に従い、平
成２６年までに移駐を実現するよう全力で取り組むとともに、爆音被害の解消
に向けた対策を一刻も早く講ずるよう強く要望する。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成２５年２月２７日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　綾瀬市議会議長　綱　嶋　洋　一

　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　外務大臣　防衛大臣　　あて

米空母艦載機移駐の早期実現を求める意見書

33月月定例会で可決された意見書定例会で可決された意見書

市議会への請願や陳情

請 願 ・ 陳 情 の 審 査 結 果

審 査 日
結　 果件　　　　　　名付託委員会

２５. ３ . ４
趣旨不了承年金２．５％の削減中止を求める陳情書市 民 福 祉

２５. ３ . ５
趣旨不了承犬を飼っている人のマナーに関する陳情経 済 建 設

「あやせ市議会だより」は、直接お届けしています
　あやせ市議会だよりは、市シルバー人材センターの会員が配布しています。
　お手元に届かない場合は、同センター（1７０－３０８８）へご連絡ください。

次号は、８月１５日発行です。

◆どなたでも提出できます
　市民の皆さんは、身近で困っている問題について市議会にその実情を訴え
ることができます。これを請願や陳情といいます。

◆提出には、次のことに注意してください
・書式は《例》を参考に、日本語で簡潔にまとめてください。内容が２件以
上にわたるときは、１件ごとに提出してください。
・請願（陳情）者が複数の場合は、代表者を決めてください。
・請願（陳情）は、必ず議会事
務局へ持参してください。
・定例会初日前３日（土・日
曜日、休日を除く）までに
提出してください。郵送の
場合は、請願（陳情）とし
て受け付けることはできま
せんが、要望書として全議
員に配付します。
・請願（陳情）者の住所・氏
名は一般に公開されますの
で、あらかじめご了承くだ
さい。
※請願には１人以上の紹介議
員が必要ですが、陳情には
必要ありません。請願と陳
情の違いなど詳しくは事務
局に問い合わせてください。

○○○に関する請願（陳情） 

平成　　年　　月　　日 

綾瀬市議会議長 
○ ○ ○ ○　殿 

紹介議員　 

（署名または記名押印） 

請願（陳情）者 

趣旨 

理由 

氏名　○ ○ ○ ○ 　印 

住所 

《例》

『意見書』とは
　意見書とは、広く社会一般の利益に関する事柄で、直接、議会の権利
が及ばない国などの事務について、議会としての意思をまとめた文書の
ことをいいます。
　市民の皆さんからの要望や意見を、国政や県政に反映させるため、地
方自治法第９９条「議会は、当該普通地方公共団体の公益に関する事件に
つき意見書を国会又は関係行政庁に提出することができる。」との規定
に基づき、国や県に対し議長が議会を代表して提出するものです。


